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「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」について         
（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法（R4.5.25施行） 
 
１ 新法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

２ 国及び地方公共団体等の責務 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の具体的取り組み 

 

 

                 

 

 

 

目的（第１条） 

全ての障害者が、あらゆる分野の活動に参加するためには、情報の十分な取得利用・円滑な意思疎通が極めて重要 

⇒ 障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進し、共生社会の実現に資する 

障がい者団体との意見交換会 
令和４年６月定例会に 

補正予算計上 

事業実施 

＝ 情 報 格 差 解 消  
スマートフォン講習会 

基本理念（第３条） 

障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進に当たり旨とすべき事項 

①障害の種類・程度に応じた手段を選択できるようにする 

②日常生活・社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情報取得等ができるようにする 

③障害者でない者と同一内容の情報を同一時点において取得できるようにする 

④高度情報通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用を通じて行う（デジタル社会） 

 
障がい者による情報の取得・利用、意思 

疎通の施策を総合的に策定し実施。 

（第 4条第 1項） 

 
 
基本理念にのっとり、地域の実情を 
踏まえ施策を策定し実施。 
（第 4条第 2項） 

 
障がい者による情報の取得・利用、意思 

疎通の重要性に関し理解と関心に努める。 

（事業者は施策協力）（第 5・6条） 

基本理念の実現 

国 

国民・事業者 地方公共団体 


